
平成 22年３月４日 

消 費 統 計 課 

家計調査職業分類の廃止と従業上の地位等分類の新設について（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 従業上の地位の分類を中心に職業など

を加味した一種の社会経済分類 

○ この分類が作成された昭和 28年以降、

その枠組みをほとんど変えていない 

○ 戦後から高度成長期にかけては家計収

支にとって大きな違いを意味していた

と考えられる 

 

現  状 

【家計調査職業分類】 
 勤労者世帯 

    常用労務作業者 

    臨時及び日々雇労務作業者 

    民間職員 

    官公職員 

  勤労者以外の世帯 

    商人及び職人の世帯 

    個人経営者 

    農林漁業従事者 

    法人経営者 

    自由業者 

    その他 

    無職 

  （家族従業者） 

 

 

 

・  

・ 現行分類は、職業がより多様化しているころ

もあり、時代に適合しなくなってきており、

家計にとっての意味合いが薄れてきている。 

・ 他方、就業状態・従業上の地位は、比較的明

確な区分であり、その違いは家計への影響が

強い。さらに、近年の雇用形態の多様化によ

り、正規・非正規など雇用形態の別が家計に

与える影響を捉えることの重要性が増してい

る。 

 

 

・ 家計調査結果を他統計と合わせて利用するた

めに、国内・国際基準や家計調査の抽出フレ

ームである国勢調査や労働力調査などの他の

関連統計と分類上の整合を図ることが重要で

となっている。 

 

 

・ 平成22年4月から日本標準職業分類が統計基

準化される。 

・ 家計調査において標準職業分類を採用するた

めには、記入者負担や格付け事務の増加が伴

う。 

 

 

課  題 

１ 現在の社会経済状況により適合した 

分類に 

２ 他の関連統計と整合的な分類に 

３ 日本標準職業分類との関係整理を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ 家計調査の就業に関する項目はユージ

ュアルの状態に基づいており、勤労者
世帯は国勢調査等の雇用者（役員を除
く）に対応する。 

・ 家計調査では家族従業者の世帯主を認
めていないため、家族従業者は結果章
上されない。 

 

○ 家計調査においては、職業別の結果に対

するニーズは相対的に低いと見込まれ

るため、記入者負担等を勘案して、日本

職業標準分類は採用しない。 

改 正 案 

【従業上の地位等】 
 勤労者世帯 

    正規の職員・従業者 

    パート・アルバイト 

    労働者派遣事業所の派遣労働者 

    その他 

  勤労者以外の世帯 

    会社などの役員 

    自営業主 

    内職 

    無職 

  （家族従業者） 

資料１ 



○ 家計調査調査票「世帯票」様式の変更イメージ

【世帯票様式（現行）】

【世帯票様式（変更案）】 ※二人以上の世帯について
(1) (３) (13) (14)

氏 名 及 び (8) (9)

世帯主との続き柄 満年齢 5 6 7 8 給　　与 又は 1 2 3 1 2 1 2 3 4 5 6

1 2 1 2 3 4 支　　給

男 女

正
規
職
員

派
遣
社
員

そ
の
他

予定日 事業の内容

      ×× 

7 8 9

7 8 9

7 8 9

専
修
学
校

各
種
学
校
･
塾
な
ど

性別

産
 

業

(２) 本業の勤め先又は自営事業 在学者の学校の種別

(５) (６) (7)

高
校

短
大
・
高
専

大
学

は使用人数

中
学
校

(４) 就非別 副業の勤め先

(10)

副
業

事
業

内
職

1 世　帯　主 本人 1 2

国
公
立

私
立

幼
稚
園

小
学
校

続き柄 （歳） 名　　称 事業内容

雇用者数又

9
 

非
就
業

就　　業

雇用されている人

会
社
等
役
員

自
営
業
主

家
族
従
業
者

内
職

（11） (12）

6 8 91 2 1 2
民営・自営・官公

人 1 2 3

2 1 2

3 4 51 2 3 4 5 6

1 2
民営・自営・官公

3 4 5 6 4 5 6 8 9人 1 2 1 2 31 2 3

5 6 8 9人 1 2 1 2 3
民営・自営・官公

1 2 3

4 1 2

41 2 3 4 5 63 1 2

7 8 9 5 6 8 9人 1 2 1 2 3
民営・自営・官公

1 2 3

8 9人 1 2 1 2 3
民営・自営・官公

1 2 3

6 1 2

4 5 61 2 3 4 5 65 1 2

7 5 6 8 9人 1 2 1 2 3
民営・自営・官公

41 2 31 2 3 4 5 6

41 2 3 4 5 6

8 9

7 8 9

(1) (３) (15) (16)

氏 名 及 び (９) (10) (11)

世帯主との続き柄 満年齢 給　　与 又は 1 2 3 1 2 1 2 3 4 5 6

1 2 1 2 支　　給

男 女 就 非 予定日 事業の内容

4 5 6 8 9
人

3 1 2 1 2 31 21 2
民営・自営・官公

6 1 2

4 5 6 8 9
人

3 1 2 1 2 31 21 2
民営・自営・官公

5 1 2

4 5 6 8 9
人

3 1 2 1 2 31 21 2
民営・自営・官公

4 1 2

4 5 6 8 9
人

3 1 2 1 2 31 21 2
民営・自営・官公

3 1 2

2 1 2 4 5 6
人

3 1 2 1 2 31 2

92 3 1 2 1 2

1 2
民営・自営・官公

8 9

2 3 4 5 6 81 世　帯　主 本人 1 2

内

職

国

公

立

私

立

幼

稚

園続き柄 （歳） 名　　称 事業内容

本人のしている 雇用者数又

民営・自営・官公

1
人

1

専

修

学

校

各

種

学

校

･

塾

な

ど

性別 就非別

産

 

業

職

 

業

副

業

事

業

高

校

短

大

・

高

専

大

学

仕 事 の 内 容 は使用人数

小

学

校

中

学

校

(２) (４) 本業の勤め先又は自営事業 副業の勤め先 在学者の学校の種別

(５) (６) (７) (８) (12) （13） (14）

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト



○ 家計調査集計結果「世帯主の職業」別世帯分布の状況
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年

20
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年

20
09

年

（％）
世帯主の職業別世帯分布の推移（二人以上の世帯 年平均）

無職

その他

自由業者

法人経営者

農林漁業従事者

個人経営者

商人及び職人

官公職員

民間職員

臨時及び日々雇労務作業者

常用労務作業者

農林漁家世帯を除く 農林漁家世帯を含む

勤
労
者
以
外
の
世
帯

勤
労
者
世
帯

常用労務作業者
18.8%

臨時及び日々雇

労務作業者
0.3%

民間職員
27.4%

官公職員
7.4%

商人及び職人
11.6%個人経営者

1.0%

農林漁業従事者
1.5%

法人経営者
2.4%

自由業者
1.9%

その他
0.0%

無職
27.8%

2009年 世帯主の職業別世帯分布の割合

（二人以上の世帯 年平均）



 

【参考１】 家計調査職業分類表 
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【参考２】 「世帯主の職業別」集計結果の概況 

～ 家計調査年報（家計収支編）平成 21年（総世帯）結果から ～ 

(1) 勤労者世帯では労務作業者の世帯及び官公職員の世帯で消費支出が実質減少 

総世帯のうち勤労者世帯を，世帯主の職業で労務作業者の世帯，民間職員の世帯及び官公職員の世帯

に分けて，実収入，可処分所得，消費支出及び平均消費性向を前年と比べてみると，次のような特徴が

みられる。 

実収入は，労務作業者の世帯で実質5.6％の減少となったほか，官公職員の世帯で実質2.2％の減少，

民間職員の世帯で実質1.9％の減少となった。 

可処分所得は，労務作業者の世帯で実質5.5％の減少となったほか，官公職員の世帯で実質2.5％の減

少，民間職員の世帯で実質2.1％の減少となった。 

消費支出は，労務作業者の世帯で実質3.4％の減少となったほか，官公職員の世帯で実質0.4％の減少

となった。一方，民間職員の世帯では実質0.1％の増加となった。 

平均消費性向は，労務作業者の世帯及び民間職員の世帯で共に1.6ポイントの上昇となったほか，官公

職員の世帯で1.5ポイントの上昇となった（図Ⅱ－４－１，表Ⅱ－４－１）。 

 (2) 勤労者以外の世帯では法人経営者及び無職の世帯で消費支出が実質減少 

総世帯のうち勤労者以外の世帯の消費支出の対前年実質増減率をみると，法人経営者の世帯で実質

6.2％の減少となったほか，無職の世帯で実質1.6％の減少となった。一方，個人営業の世帯では実質2.5％

の増加となった（図Ⅱ－４－１，表Ⅱ－４－１）。 

図Ⅱ－４－1 主な世帯主の職業別消費支出の対前年実質増減率（総世帯）
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表Ⅱ－４－1 主な世帯主の職業別家計収支の推移（総世帯） 

(％)

労  務 民 間 個 人 法  人

作業者 職 員 営 業 経営者

 平成13年 -1.5 -1.6 -2.2 3.5 ... ... ... -1.4

 　　14 -0.7 -1.3 -1.4 0.0 ... ... ... -2.7

 　　15 -1.8 -3.5 0.4 -4.1 ... ... ... 0.4

 　　16 0.9 0.9 -1.4 -0.5 ... ... ... -3.1

 　　17 -1.5 -1.7 -1.4 2.4 ... ... ... 1.9

 　　18 0.3 1.8 3.9 -6.7 ... ... ... -1.3

 　　19 0.7 1.8 0.2 0.9 ... ... ... 1.5

 　　20 -0.2 2.2 -2.2 3.1 ... ... ... -3.1

 　　21 -3.1 -5.6 -1.9 -2.2 ... ... ... 0.3

平成21年
月平均額

464,649 362,369 497,851 617,527 ... ... ... 174,707

 （円）

 平成13年 -1.4 -1.6 -2.2 3.5 ... ... ... -2.1

 　　14 -1.3 -1.6 -2.2 0.0 ... ... ... -3.9

 　　15 -1.6 -3.4 0.6 -3.9 ... ... ... 0.6

 　　16 0.9 1.1 -1.1 -0.9 ... ... ... -2.9

 　　17 -1.3 -1.3 -1.0 2.2 ... ... ... 1.6

 　　18 0.0 1.3 3.4 -6.9 ... ... ... -2.4

 　　19 0.4 1.5 -0.4 1.3 ... ... ... 0.6

 　　20 -1.4 1.0 -3.1 1.1 ... ... ... -3.3

 　　21 -3.2 -5.5 -2.1 -2.5 ... ... ... 0.3

平成21年
月平均額

383,960 307,815 408,079 499,739 ... ... ... 150,848

 （円）

 平成13年 -1.9 -2.4 -2.6 4.2 -1.1 -2.4 -3.3 1.0

 　　14 0.2 -0.4 0.5 -2.4 0.0 0.4 -2.7 1.9

 　　15 -1.0 -1.0 -0.4 -1.7 -0.7 -1.2 8.6 -1.5

 　　16 1.5 1.6 0.6 -1.8 -0.8 -2.3 -3.8 0.1

 　　17 0.4 1.3 1.4 -1.1 0.1 3.4 -2.5 -0.1

 　　18 -4.3 -6.2 -2.2 -4.4 -2.3 2.0 -1.6 -3.4

 　　19 1.6 5.0 -0.2 1.6 1.2 0.1 6.7 1.5

 　　20 -1.0 0.7 -3.1 3.3 -3.1 -4.6 -9.5 -1.0

 　　21 -1.2 -3.4 0.1 -0.4 -0.9 2.5 -6.2 -1.6

平成21年
月平均額

283,685 237,035 301,326 345,082 221,654 248,758 349,497 200,960

 （円）

 平成12年 71.6 74.2 71.9 66.6 ... ... ... 122.1

     13 71.2 73.6 71.6 67.1 ... ... ... 126.0

 　　14 72.3 74.5 73.7 65.5 ... ... ... 133.8

 　　15 72.7 76.4 73.0 67.0 ... ... ... 131.0

 　　16 73.2 76.7 74.2 66.4 ... ... ... 135.1

 　　17 74.4 78.8 76.1 64.3 ... ... ... 132.8

 　　18 71.2 73.0 72.0 66.0 ... ... ... 131.4

 　　19 72.1 75.5 72.2 66.1 ... ... ... 132.7

 　　20 72.3 75.4 72.2 67.6 ... ... ... 135.8

 　　21 73.9 77.0 73.8 69.1 ... ... ... 133.2

5,169 1,880 2,597 692 4,831 1,159 190 3,303

無 職

対　前　年　実　質　増　減　率

対　前　年　実　質　増　減　率

官 公

職 員

項 目 ，年 次

平
均
消
費
性
向

平成21年世帯数分布

(１万分比)

勤労者世帯

実
収
入

可
処
分
所
得

対　前　年　実　質　増　減　率

勤労者以外
の世帯

消
費
支
出
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